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大波高中における船首相対水位変動に関する考察

Studu on relative water height in rough seas 

小川剛孝、辻本勝、沢田博史、南真紀子

平成12年11月

関西造船協会講演論文集第15号

著者らは、現在進められている満載喫水線条約及び

国内規則の見直し作業において、海水打ち込みの観点

から検討を行っている。その中で、内航タンカー模型

及び内航貨物船模型を用いて波浪中実験を行い、船体

運動、船首相対水位、甲板荷重等を計測した。さらに、

洪水流モデルを用いた甲板上水位分布の推定法や甲板

荷重の推定法を提案し、精度よい推定が可能であるこ

とを示した。これらの研究において、甲板上水位分布

や甲板荷重は船首相対水位が船首を越えた高さ（越波

高さ）に強い相関があるという知見が得られた。この

ことから、甲板荷重等を正確に推定するためには船首

相対水位変動の一層の精度向上が必要と考えられる。

海水打ち込みに限らず、スラミング等の大波高中での

耐航性の観点からも精度向上は重要であると考えられ

る。

そこで、船首相対水位変動の推定精度向上を目的と

して、内航貨物船模型を用いた波浪中実験を行った。

正面向波において、船体運動、船首相対水位を計測し、

波高の非線形影響と船首部における反射波の影響を調

べることで、精度向上のための問題点を整理した。

その結果、波高影響に関して船体運動及び船首相対

水位の無次元振幅は波高の増加にともない減少する

が、位相はほとんど変化しない事がわかった。また、

浸水面形状の時間的変化による非線形性を考慮した船

体運動推定法により波高影響をうまく考慮できる事を

確認した。

船首部における反射波の影響に関して、計測波形を

用いた検討により、船首相対水位が上昇する場合、動

的な水位変動が無視できないことがわかった。

さらに、ストリップ法 (NSM)による前後揺の推定

は、振幅及び位相とも縦揺及び上下揺れに比べて実験

値との一致度はよくない。船首相対水位変動の推定に

前後揺れ及び波の粒子速度の前後方向成分による動的

な水位変動を加味するためには、一層の推定精度の向

上を図る必要があるという知見が得られた。

〈機関動力部〉

Numer i ca I Si mu I at ion on the Propagation of an 

Internal Wave in Multifluid 

多相流体中を伝播する内部波の数値シミュレーション

岡秀行、河村哲也、石井克哉

平成12年7月

The First International Conference on Computational 

Fluid Dynamics 

Lecture Notes in Physics(Springer-Verlag) 

地球温暖化防止のための有効な手段の一つとしてニ

酸化炭素の深海貯留法が検討されている。これは深海

底の窪地に液体二酸化炭素を貯留する方法であるが、

地震及び海震等によって海底岩床上で地滑りが起こ

り、その土砂が窪地に流入した場合、ハイドレート膜

に覆われていた液体二酸化炭素が海水中に排出される

可能性がある。また、液体CO2導入管あるいは洋上プ

ラントに対する流れの影響も調査する必要があると思

われる。そこで本研究では、大気、海水及び土砂を含

む海水をそれぞれ非圧縮性ニュートン流体であると仮

定し、海底地滑りを想定して矩形容器内における 3流

体を含む流れ場の数値シミュレーションを行った。

本計算では、地滑りによって生じる濁流と海水間の

内部波及び海面上に生じる自由表面波を捕らえるため

にLevelSet法を用いている。また、物体適合格子では

なく矩形格子を用いて海底の窪地を模擬するために

Virtual Boundary Methodを適用した。一般に、曲面

（あるいは曲線）をもつ物体周りの流れ場を数値計算

する際、直交格子を用いると境界条件の処理に困難を

伴う。しかし、ここでは物体表面に境界条件を与える

代わりに外力を与えることにより流れ場の中の物体を

表現し、直交格子を用いているにも関わらず、複雑な

境界面を持つ変形容器内の流れ場が得られ、濁流の発

生の結果生じる内部波及び自由表面波の運動をシミュ

レートすることが出来た。本論文において、 LevelSet 

法とVirtualBoundary Methodを組み合わせることによ

り、複雑な壁面境界条件下における自由境界問題を数

値的に解析できる可能性を示した。
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Numer i ca I Si mu I at ion on the Propagat ion of Water 

Waves Using Leve I Set Method 
Level Set法による水波の伝播の数値

シミュレーション

岡秀行、河村哲也、石井克哉

平成12年10月

第49回理論応用力学講演会

Theoretical and Applied Mechanics0/ol.49) 

21世紀には、メタンハイドレートは環境への負荷が

少ない重要なエネルギー資源になると考えられてい

る。しかし、メタンハイドレート層は大陸斜面の縁と

近くの深海底に存在するため、それを採取することは

海底地滑りが起こる危険性を高めることになる。海底

地滑りが起こった場合、海面上において大波が発生す

るため、輸送用船舶あるいは洋上プラントに被害が及

ぶ可能性がある。

そこで本研究では、大気、海水及び海底岩床をそれ

ぞれ非圧縮性ニュートン流体であると仮定し、海底地

震を想定して複雑形状容器内における三層流の数値シ

ミュレーションを行った。また、陸上における地震波

の伝播・干渉問題への応用も視野に入れ、大気、沖積

層及び硬い岩盤をそれぞれ非圧縮性ニュートン流体で

あると仮定し、地震波と水波の相似性を仮定したシ

ミュレーションを行った。

本計算では、海底面及び海水面の二つの海面を自由

境界面として扱うため、この挙動を捕らえるために

Level Set法を用いている。また、物体適合格子ではな

＜矩形格子を用いて流れ場の支配方程式を離散化する

ため、海底地形を模擬するためにVirtualBoundary 

Methodを適用した。一般に、複雑な形状をした物体周

りの流れ場を数値計算する際、直交格子を用いると境

界条件の処理に困難を伴う。しかし、ここでは物体表

面に境界条件を与える代わりに外力を与えることによ

り流れ場の中の物体を表現している。それゆえ、直交

格子を用いているにも関わらず、複雑な境界面を持つ

変形容器内の流れ場が得られ、海底面の運動の結果生

じる海水面の挙動をシミュレートすることが出来た。

本論文において、 LevelSet法とVirtualBoundary 

Methodを組み合わせることにより、複雑な壁面境界条

件下における自由境界問題を数値的に解析できる可能

性を示した。

(114) 

〈材料加工部〉

プラスチック廃棄物リサイクリング新システムの

開発とそのエネルギー収支の検討

An Energy Balance Study of a Newly Developed 

Recycling Sysytem for Waste Plastics 

林慎也、野間口兼政

平成12年10月

（社）強化プラスチック

第45回FRP総合講演会

現在の地球規模でのリサイクルの風潮により、繊維

強化プラスチック (FRP)製品のリサイクルも極めて

近い将来義務づけられることが予想される。熱硬化性

樹脂を用いたFRPはリサイクル技術やその経済性によ

り実用化が難しいのが現状である。本報告では、熱硬

化性樹脂（不飽和ポリエステル樹脂、 60wt%）とガラ

ス繊維 (Eガラス、 40wt%）で構成されているFRP舟

艇（プレジャーボート等）の経済的に成り立つリサイ

クル方法について提案した。

このリサイクル方法は以下のとおりである。

1. 樹脂分は超臨界領域あるいは亜臨界領域の水蒸気

により、加水分解反応により原料にケミカルリサイ

クルを行う。

2. ガラス繊維はプラズマ熔融炉で1400℃以上で熔融

し、タイル等に形成するマテリアルリサイクルを行

う。

また、このリサイクルのための超臨界領域あるいは

亜臨界領域の水蒸気及びプラズマ熔融のための電気

は、一般のプラスチック廃棄物の熱分解ガスを利用し

た発電（一種の火力発電）により賄う。（一般のプラス

チック廃棄物はサーマルリサイクル）

本報告では、このシステムのエネルギー収支につい

て検討し、経済的に成り立つことを示した。
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SI iding川earMeehan isms of A I um i na 

アルミナのすべり摩耗メカニズム

千田哲也、 JohnDrennan 

平成12年10月

Synopses of International Tribology Conference 

Nagasaki 2000 

舶用機関の耐摩耗性高温構造材料として期待される

アルミナセラミックスについて、これまでに行った室

温から1000℃までの範囲の摩擦摩耗試験結果をまと

め、アルミナの摩耗メカニズムを考察した。比摩耗量

は700℃と800℃の間で大きく減少し、高温では

10-611lill ツ(N•m)以下の低いレベルになった。 600℃以下

では摩擦面に摩耗粉の凝集層が観察されたが、電子顕

微鏡観察では摩擦面近傍に高密度の転位網はみられ

ず、摩耗は脆性的な破壊によるものと推測された。し

かし、摩耗粉には強い塑性変形がみられ、摩耗粉の応

用再配分効果によりバルク表面には変形があまり生じ

なかったと考えられる。 1000℃では、摩耗量はほぼゼ

ロに低下し、電子顕微鏡観察によると、摩擦面は平滑

な鏡面となっており、表面は動的再結晶により形成さ

れたと考えられる微細な結晶から構成されていた。

700℃と800℃の間で起きる高温での摩耗量の低下は、

摩擦面の材料挙動が脆性から延性へ遷移することによ

るものと考えられる。摩擦熱を考慮すると、遷移温度

は950℃から1030℃と推定され、破壊試験でみられる

脆性一延性遷移と同じ温度レベルであった。遷移温度

付近では、摩擦面に脆性、延性双方の特徴がそれぞれ

局所にみられた。

リサイド溶射皮膜の組織と耐酸化性

Miicrostructure and Oxidation Behavior of Titanium 

Siliside Coatings 

植松進、李鋼

平成12年10月

高温学会 第 9回溶射総合討論会講演概要

プラズマ溶射プロセスの特徴は、プラズマ中に投入

された粒子が融点以上まで急速に加熱されるが、加熱

されている時間が非常に短く、プラズマジェットの

テール部、あるいは基材上では急速に冷却される非平

衡プロセスであるため、熱プラズマ中に投入された粒

子の化学組成や結晶構造が変化する場合がある。

金属シリサイド系遷移化合物のバルク材は高温安定

性、耐酸化性と電気抵抗が低いという特性をもつが、

溶射皮膜での研究はあまり見られない。そこで本研究

では、チタンシリサイド粉末を出発原料として、プラ

ズマ溶射を行い、溶射条件が皮膜構造に与える影響に

ついて調べた。

X線回折結果から大気溶射では減圧溶射で見られな

かったSiとTiの酸化物を含んでいたが、その量は非常

に低いものであり、 TiSi2相の溶射中における酸化によ

る分解は非常に少なかった。また、減圧溶射で主要だっ

たC54-TiSi2相の割合が少なく、かわってC49-TiSi2相や

Ti5S這相の割合が多くなり、溶射距離が長くなるとC49-

TiSi2相とTi5S這目の比が逆転していた。そのTi5Si3相につ

いては飛行時間が長くなるにつれて増加することか

ら、 Ti5誂相の安定化に大気中の窒素ガスが影響してい

る可能性が考えられる 3

溶射皮膜の断面組織写真は典型的なラメラー構造を

示しており、大気溶射のSEMの組成像でも他の場所よ

りTi成分に富んだTi5Sh相組織がTiSi2相組織と明瞭に

判別できており、これはEPMA元素分析およびX線回

折結果とも符合したものであった。また、酸化試験の

結果では、電気炉で900℃で 2h保持した時、鋼基材

側は激しく酸化して減厚していたのに対し、皮膜表面

はSEMによる観察でも試験前とほとんど変わらず酸

化物の量もごくわずかであり、非常に優れた耐酸化性

を示していた。

(115) 
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Inf I uence ・of Mi crostructure on Seawater Corrosion 

of Al-Mg-Si Al l1oy A6N01 

Al-Mg-Si合金A6N01の微細構造とその耐海水性への

影響

高橋千織、松岡一祥、千田哲也

古谷典子、矢野不二夫

平成12年10月

Proceedings of the 6th International Symposium On 

Marine Engineering TOKYO 2000 

船舶用の実用および実験室レベルで試作された

5000系と6000系アルミニウム合金について、期間 6ヶ

月及び 1年の人工海水浸漬試験を行い、それらの耐海

水性について組織との関係から考察した。組織の評価

についてはX線回折分析装置、走査電子顕微鏡、電子

プローブマイクロアナライザ、透過電子顕微鏡などを

用いて詳細な検討を行った。同じ規格の範囲内で製造

された合金であっても、製造条件の違いにより組織、

特にMgの分布状態に様々なパターンのあることが示

された。試料表面には試験開始後のかなり初期の段階

で腐食生成物が多く生じるものがあったが、この腐食

生成物は主にAlとMgの水酸化物であった。 1年の浸漬

試験後の腐食量はほとんどの試験片で 7g/c面程度

であり、合金種類、調質条件などの特定の条件による

影響は特に見いだせなかったが、実用材の一部に腐食

生成物が多量に発生した試料があり、この試料では腐

食量も若干多かった。試験終了後に試料表面の観察を

行った結果、腐食形態は大きく 3つに分けられた。一

つはFe、Si系析出物の周囲が優先的に溶解してできた

クレーター状のミクロ孔食であり、このタイプの腐食

形態はすべての試験片で観察された。また、それに加

えて粒界腐食を伴うマクロ孔食を生じるタイプと、連

続的で浅い粒界腐食の発生するタイプがあった。これ

らの腐食形態の差は、押出加工以前も含めた加工熱処

理条件に依存して、析出物や晶出物および粒界の母相

に対する電気化学的な相互作用によって決定されるも

のと考えられた。最も腐食量の大きかった実用材で見

られた腐食形態は粒界腐食を伴う孔食であり、今回の

実験範囲内では問題のない腐食量ではあったものの、

浸漬期間が長くなった場合、さらに腐食量、孔食深さ

が大きくなることが予想される。 6000系合金の接水部

利用を拡大するには、製品組織のばらつきを押さえる

ことで腐食形態を制御し、製品の信頼性を向上する事

が必要であると考えられた。

(116) 

SH波による人工欠陥の探傷実験

Ultrasonic Testing Using SH-Wave on Artificial Defects 

勝又健一

平成12年11月

日本非破壊検査協会

平成12年度秋期大会講演概要集

船体のような広域な範囲を超音波検査するには、長

距離の探傷と共に容易な走査が望まれる。さらに、ロ

ンジやトランスなどの板骨構造による、溶接部に影響

され難い水平伝搬するSH波が有用と考える。表面SH

波は板の表底でモード変換しないため、比較的長距離

でも乱れることなく進むと思われる。本報告は板厚の

異なった試料における端面のエコー高さ及び、縦穴等

のエコー高さの測定、さらに使用した探触子の条件を

基に、強度分布をパルスの時系列合成で求めたもので

ある。

板厚と探傷可能距離の実験は、次のように行った。

屈折角90度のSH深触子は板の中央に配置し、前後の端

面からの多重エコーから所定の感度での伝播距離を求

めた。所定の感度は、超音波検査に用いる標準反射源

の一 8dmである。結果は厚さ10mmで lm、 1 mmで3

mとなった。人工欠陥では反射率が大きな端面よりも

小さくなり、溶接部に設けた直径4mm、長さ40mmの横

穴が探傷可能距離500mmとなった。スリットの場合、

表面開口と底面開口との位置ではエコー高さが異な

り、路程90mmから底面開口の方が高い結果を示した。

両者の差は表面開口の面反射とコーナー反射の底面開

口である。遅れエコーではSH波が縦穴の接線で表面波

にモード変換したとして、冗rの計算値と測定値から求

めた値とを比較した結果、ほぼ l対 lとなった。これ

は、 SV波における横穴と同様のモード変換現象を示し

たと言える。数値計算による2M20x ooA90-SHの強度

が最大の方向は、屈折角90度の方向となった。指向角

が10度以内では一様の音場と思われる。板厚20mmの場

合、距離100mm以上に匹敵する。

表面SH波は鋼板に対して水平に伝播し、溶接部が

あってもあまり影響されない。しかし、試験材に横波

を入射しなければならないので高粘性の接触媒質が必

須である。これは走査性が悪いので、超音波の入射工

ネルギを安定化させるのが難しい。水平伝播する波は

SH波以外にも、減衰が少ない種類の波があるので確証

実験していきたい。
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〈装備部〉

蛍光ライダーによる実海域の環境計測に関する研究

A study of fluorescence LIDAR for in-situ observation in 

marine envionment 

山口良隆、田中昇、山之内博

柴田俊明、樋富和夫、山岸進

平成12年 6月

日本現境化学会

第9回環境化学討論会講演予稿集

昨年12月、フランスにおいてマルタ船籍タンカー・

エリカ号の沈没事故が起こった。約4万トンの積載さ

れたオイルのうち、一部海洋に流失し、さらにその一

部は海岸に着岸した。このようなオイル標着を未然に

防止するために防除作業を行うが、その対策として流

出オイルの動向を把握する必要がある。その方法とし

て人工衛星を用いた広域での計測があるが、雲などの

障害物があり天候に測定条件が左右される。また計算

機を用いた油拡散シミュレーションでの予測も試みら

れているが、現実の流出方向と計算結果とが一致する

のは非常に難しい。

現場からの要請もあり、海上での流出オイルの状況

把握をするために小回りの利く現場型リモートセンシ

ングシステムの構築を行っている。また船舶や小型飛

行機などに搭載のためにダウンサイズ化をし、またオ

イルや微生物などの詳細な海洋環境情報を入手するた

めにスペクトル検出などの高性能化を目指している。

今回は、作製したライダー装置を用いて実海域での実

験のために航空機に搭載し性能試験を行った。

蛍光ライダー装置の光源は、紫外光を発するNd:

YAGレーザー (355nm) を使用した。この光源は時間

幅の狭いパルスレーザーであり、受光側に装備したバ

ンドパスフィルターと高速ゲートとの対応で特定な蛍

光波長とともに減衰が観測できる。最終的には、レー

ザースポットの周辺情報を含めたCCD画像として記

録される。航空機実験のためにコンパクトに設計を

行った。飛行機実験は電子航法研究所のBeechcraft-99

を使用した。機体下部中央に、飛行中地面と蛍光ライ

ダーが垂直になるように装着を行った。

前回の実船実験でのオイルが観察されないという教

訓より、今回の飛行機実験では蛍光材を塗った目標を

地上に置き、それを仮想オイル群れとした。受光器に

405nm以下の光をカットするフィルターを使用した。

高度約300mからの蛍光ライダー測定を行ったとこ

ろ、紫外線を蛍光板に照射したときの蛍光画像が取得

できた。地上からの蛍光が飛行機上で得られたことに

より、次のステップの実海域でのオイル検出実験につ

いて目処がついた。そのため次は実海域でオイル検出

実験を行う予定である。

紫外レーザー励起蛍光分析法を用いたリモート

センシングシステムによる海洋観察

A marine environment observation using the remote 

sensing system of ultraviolet laser excited fluorescence 

and analysis 

山口良隆、松倉洋史、山之内博

樋富和夫、山岸進

平成12年 9月

日本分析化学会

日本分析化学第49年会講演予稿集

近年、日本海沖ナホトカ号およびフランス・ナント

沖においてエリカ号などのタンカー沈没事故が起こ

り、積載されたオイルが海洋に流出した。また大きな

問題はその一部が海岸に着岸し、海岸•砂浜などを汚

染することである。このようなオイル漂着を未然に防

止するために海上で防除作業を行うために流出オイル

状態を把握することは重要である。人工衛星や油拡散

シミュレーションなどを用いた研究もあるが良い結果

が得られていない。現場で直接流出オイルの状態を測

定し、状況把握には即効性があるため、船舶や飛行機

などに搭載でき、直接現場で小回りの利く分析システ

ムの開発を行っている。検出法は、オイル成分中に不

飽和結合を持つ化合物の含有率が多く、これらに紫外

光を照射すると蛍光を発するという性質を利用した。

このように光を利用したリモートセンシングはライ

ダー (LIDAR:Light Detection and Ranging) と言う。

また本装置は特に蛍光法を利用しているので蛍光ライ

ダーと呼ばれる。蛍光ライダーは、蛍光分析よりもオ

イル種の識別ができ、さらにラマン散乱と蛍光の差よ

りオイルの膜厚を測定できる。装置の光源は、パレス

の紫外光を発するNd:YAGレーザー (355nm) を使用

しに受光側に装備したバンドパスフィルターと高速

ゲートとの対応で特定な蛍光波長とともに特定時間で

の強度が観測できる。最終的には、レーザースポット

周辺情報も含めたCCD画像として記録される。現場用

にコンパクト設計を行った。今回は飛行機事件を行い、

電子航法研究所のBeechcraft-99を使用した。 3月14日

に日本海のナホトカ号沈没ポイント近辺をBeechcraft-

99で飛行中に、海上に沈船からと思われる流出オイル

を発見した。そこで流出オイルの蛍光画像が得られた。

しかしながら今回の蛍光画像は太陽光で励起されたも

のであり、紫外レーザが照射されればさらに明確な像

が得られると確信している。

(117) 
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Detection of Spi I led Oi I usiing a Compact Imaging 

Li dar System 

蛍光ライダーシステムによる流出油の検知

樋富和夫、山岸 進、山之内博、山口良隆、柴田俊明

平成12年10月

Proceedings of Sixth of International Symposium1 on 

Marine Engineering 

ロシア船籍「ナホトカ号」油流出事故における海上

回収作業時において、目視では流出油の発見が困難で

あったことが報告され、昼夜を問わない防除作業を援

助するための監視技術の重要性が再認識された。

このような現状の監視法の問題点を補完するため、

本研究では新しい監視法である蛍光ライダーシステム

の開発に着手した。そのシステムは、レーザ励起によっ

て発生する汚染物質の蛍光特性を利用する手法で、以

下の特徴がある。

l) レーザー励起で蛍光を発生させるアクティブ方式

により、昼夜を問わない観測が可能であること。

2)蛍光スペクトルより汚染物質の識別が可能である

こと。

3)受光側として、 CCDカメラをベースとするためリ

アルタイム監視が可能であること。

4)近年のレーザ技術と超高感度素子の発展によりコ

ンパクト化ができ汚染現場へ直行する小型飛行機や油

防除船舶当への搭載が可能であること。

本報告では、このような特徴を室内実験、中規模水

槽実験、船舶及び小型飛行機による海上観測実験に

よって検証し、汚染物質の時間分解蛍光スペクトルの

概要、蛍光ライダーシステムの概要、油種の識別法、

油膜厚の推定法、船舶及びビーチクラフト機による実

海域検証結果について示した。

結論として、琵琶湖の観測実験において蛍光スポッ

ト連続画像が取得され、航空機搭載への見通しが得ら

れた。また、本システムを高度化し、実用化を図るた

めの、 l)ゲート調整の自動化、 2)広域深査機能等

の問題点が把握された。

(118) 

〈システム技術部〉

Si mu I ator Experiments For Deve I oping A Navigation 

Support System 

航海支援システムの開発のための

操船シミュレータ実験

福戸淳司、沼野正義

平成12年5月

Proceedings of International conference on marine 

simulation and ship maneuvering 

近年、船員の減少と高齢化が大きな問題となってい

る。また、海運業界の経済的低迷から、現在すでに少

人数による運航が進んでおり、船員に対して大きな負

担を強いている。このため、安全の確保と省力化の両

立が望まれている。

その 1つの解として一名当直用航海支援システムの

開発を行った。このシステムの開発は、全国内航タン

カー海運組合と当所及び三菱重工と共同で1993年か

ら実施された。開発においては、一名当直のために必

要な仕様を求めるため、操船シミュレータ実験を実施

した。

本論では、操船シミュレータを用いた航海支援シス

テムの設計法について述べた。開発においては、操船

シミュレータ等を用いて、熟練操船者から省力化のた

めの自動化機能、航海支援システムのユーザビリ

ティーおよびシステムの安全性に注目して意見を集約

し、航海支援システムの仕様として確立し、さらにそ

のプロトタイプを用いたシミュレータ実験により、さ

らにブラッシュアップした。操船シミュレータ実験は、

ー名当直で問題となる作業が集中する状況と長期間刺

激の少ない状況に対応して、輻轄した狭水道と遭遇船

の少ない大洋域について実施し、それぞれの問題点と

その解決策を航海支援システムに組み込むことができ

た。

最後に本研究で開発した航海支援システムを紹介し

その評価結果を示した。



船舶技術研究所報告第38巻第1号 （平成13年）所外発表論文等概要 119 

DECISION-MAK I NG METHODOLOGY OF OPT I MAL SH I ELD I NG 

MATERIALS BY USING FU互YLI NEAR PROGRA幽ING

ファジイ線形計画法による最適遮蔽材の決定法

金井康二、三浦俊正、平尾好弘

平成11年10月

Ninth International Conference on Radiation Shielding 

(ICRS-9) 

遮蔽を設計する段階から安全性と経済性などトレー

ド・オフ関係となる制約条件のもとで、目的にかなっ

た的確な遮蔽材を選択することが要求される。また、

国際的な防護委員会 (ICRP)の基本理念は「合理的に

達成可能な限り小さく ALARA」と詠われている。この

ため、東海支所とシステム技術部の共同研究として、

信頼性の高い高性能遮蔽材を開発し、効果的な遮蔽設

計を可能にすることを目的に理論的研究と実験的研究

の双方を分担して手がけてきた。理論的研究では従来

の線形計画法を改良して、ファジィ理論を利用し異

なった元素から成る物質の最適な構成成分比を予測す

るもので設計の初期段階、仕様が固まらず、見直し変

更が伴う場合にも、定性的な専門知識を援用して手軽

に取り扱える手法として提案するものである。今まで

いくつかの成果を発表してきたが今回の報告は中性子

並びにガンマ線の線量率の他に放射化量を通常の定期

保守あるいは事故時の見積もり量、更には放射線施設

の解体作業時及び、廃棄処分時の見積もり量をファ

ジィ線形計画法で扱えるようアルゴリズムの改良を加

え、より一般化を図ったので発表に供するものである。

この手法を用いて、当所の東海支所で試作したボロン・

鉛を含んだ高含有水素モノマーのゲル状遮蔽と遮蔽特

性を比較したところ最適な構成成分比を予測するため

に有効であることが確認された。

Advanced Maintenance for Marine Di ese I Engine 

Based on Structura I and Funct i ona I Mode I i ng 
構造・機能モデルを用いた舶用ディーゼル機関

の保全手法

沼野正義、石村恵以子、西尾澄人

平成12年10月

Proceedings of Sixth International Symposium on 

Marine Engineering 

船舶の推進機関の保全作業は安全運航のための必要

不可欠な船上作業の一つである。定期的な点検や部品

交換は航海中の故障発生による洋上での作業を低減す

るための予防保全として有効である。しかし、推進機

関システムは多くの部品から構成されているため、保

全計画を立案しこれを実施するには多大の時間と労力

が必要である。保全データは機関の構成部品の劣化の

予測の基礎となるため、これらを蓄積して解析するこ

とか予防保全のために重要である。

著者らは、これらの保全データを格納するものとし、

機関のシステム構造的・機能的モデルを提案する。そ

して、このモデルの要素間の関係を定義する。すなわ

ち、このモデルは構成要素間の機械的、熱的ならびに

化学的関係を包含することになる。モデルの初期状態

はシステムの設計者によってデフォルト値として設定

される。また、要素間の関係も設計者の推奨値を基に

初期状態が設定される。機関システムの保全に関する

状態を記述するために健全性を導入する。摩耗のよう

に明白な状態変化が観測できるものと疲労のように内

部にダメージが蓄積されるが明白な状態変化が観測で

きないものの 2つの型があり、それぞれ異なった扱い

が必要である。前者は、閾値との比較を基にした扱い

が可能であるが、後者は確率論的な扱いとともに、故

障時に致命的なダメージを受けないような配慮が必要

である。蓄積された保全データは、寿命評価としての

解析に用いるとともに、保全計画の立案の基データと

して活用できる。

(119) 
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Reduction of Human Errors in PI ant Operation 

Ut i I i zing Human Error Correction Function as an 

Individual and Crew 

個人およびチームとしての人間の誤り訂正機能を利用

したプラント運転におけるヒューマンエラーの低減

沼野正義、宮崎恵子、田中邦彦、松倉洋史

丹羽康之、福戸淳司、室原陽二

平成11年8月

第8回人間コンピュータインタラクション

国際会議論文集

原子カプラント等の大規模かつ複雑なシステムにお

いては、ヒューマンエラーを低減化するために、多く

の自動化システム化が取り入れられている。しかし、

設計条件をこえる事象に対しては、緊急停止によるダ

メージを軽減するために人間である運転員による適切

な処理が期待されている。

一方、人間は個人として、チームとして異常事態に

対処するが、この際には、人間を取り巻く環境を通じ

て同時に得られる多面的な情報により、自らの誤認識、

誤判断および誤操作に気づいて誤りを訂正することが

可能であると考える。本論文では、遠隔の制御室にい

る運転員に、プラント状態に関する情報を現場感覚的

な多面的な情報として与えるインターフェイスを用い

ることによって、人間本来の誤り訂正機能を利用した

ヒューマンエラーの低減化技術について述べる。

多面的な情報として、従来の制御コンソールの視覚

情報と、透過型ヘッドマウントを用いたプラント状態

の3次元表示を併用するとともに、従来のボタンやレ

バーによる操作入力に、反力や振動、音響等のフィー

ドバックを与える。日常生活での経験に類似した情報

提供を行い、人間自身が多面的な情報に動的に観点を

移動させることによって誤認識、誤判断および誤操作

に気づいて、誤りを訂正機能を発揮できるような支援

システムを提案する。同様に、チームの構成員間で情

報を共有することにより、構成員間で動的な視点の移

動による誤り訂正機能をチームでの運転にも拡張する

ことができる。この考えの基にプラント模型を対象と

した 3次元表示および感覚フィードバック入力装置を

試作し、その有効性を確認した。

(120) 

A Re I i ab i I i ty Ana I ys is of Man-Mach i ne System 

(Ho I dup Tank System) by the GO-FLOW 

GO-FLOW手法によるマン・マシンシステム（ホール

ドアップタンクシステム）の信頼性解析

松倉洋史、松岡猛、三友信夫

平成12年11月

Proceedings of 5th International Conference on 

Probabilistic Safety Assessment and Management 

(PSAM5) 

プラントの信頼性を評価するためには、機械系だけ

でなく人的要因および人間ー機械間の相互作用を含め

て解析を行う必要がある。しかし、イベントッリー

(ET)手法・フォールトッリー (ET)手法等、確率論

的安全評価手法分野において従来から広く行われてき

た解析方法を人間・機械系に対して適用した場合、下

記のような欠点がある。

①人間ー機械間の相互作用を正確に解析するのが難し

し％

②時間による確率変化や時間遅れの影響を別々に解析

する必要があり、手間がかかる。

③ツリー状にシーケンス展開されるため、形と機能・

現象の対応をつけづらい。そのためツリーの作製・

検証・変更が困難である。

④新たに考慮する要素を付け加えていくと急激にシー

ケンス数が増加するが、それに対応するのが困難で

ある。

GO-FLOW手法では主として機械系に対して解析が

行われてきたが、著者らは本手法を人間・機械系に拡

張することを試みている。本報告ではホールドアップ

タンクとオパレーターからなる系を対象として人間一

機械系全体の信頼性解析をまとめて行い、システム起

動から 6時間後までの状態を「ToOver Flow」「ToDry 

Out」「SystemStop」の 3種類に分類して評価した。ま

た、比較対象としてオペレータが介在しない場合の状

態を評価した。それらの解析を通し、 GO-FLOW手法

を用いることにより人間一機械系の解析においてFT・

ET手法の抱える上記問題点を克服できる可能性を示

した。
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A Method to So Ive Log i ca I Loops in the GO-FLOW 

Methodology 

GO-FLOW手法における論理ループの解法

松岡猛

平成12年12月

Proceedings of the International Conference on 

Probabilistic Safety assessmement and Management 

従来GO-FLOW手法においては閉ループを形成する論

理構造を解析する機能は無かった。本論文では閉ルー

プの解析方法と簡単なサンプルシステムについての解

析結果を報告している。

GO-FLOWチャート作成の段階においてしばしば

ループ構造があらわれた。このようなループ構造はシ

ステム動作の論理の解釈により回避できる場合もあっ

たが本質的な閉ループとなっているシステムも存在し

ていた。ループ構造を解析する機能を整備したのでそ

の結果を報告する。

解析対象システムとして以下のものを設定した。エ

学的な機構に運転開始指令を与える。運転員あるいは

観測装置が運転状況をモニターし運転されていない場

合一定時間後に再度運転開始指令を与える。工学的機

構の故障発生、観測の不完全さ、運転開始指令の発生

失敗、運転開始失敗等の事象を考慮して解析を進めた。

解析対象システムをGO-FLOWチャートにモデル化す

るとループ構造が現れた。

ループ構造を持ったGO-FLOWチャートの解法は以

下の方法によっている。チャート中にあるループ構造

に関しては切断個所を指定したデータを与える。する

と解析プログラムは自動的に新規信号線を切断個所に

生成し、切断点以降の最初のオペレータの入力信号線

と設定する。切断された個所へ至る信号線強度から得

られる値を新規信号線強度に与え繰り返し計算をす

る。切断個所の信号線と新規信号線の強度の差が全タ

イムポイントにおいて設定値以下となるまで繰り返し

計算を実施する。

本解析例では信号線強度の差がlxl0-6以下になるま

で繰り返し計算を実施した。繰り返し回数は11回、全

計算時間は26秒であった。解析結果として、工学的機

構のみの健全性、初期開始指令のみが与えられた場合

の運転確率、運転開始指令を引き続き与えた場合の運

転確率をグラフに示した。妥当な時間推移を示し、閉

ループの解析方法としては満足するものが得られた。

劣化モデル異常魯故障伝搬モデルを用いた

舶用機関の保全支援

Maintenance Support Using Deterioration Model and 

Propagation Model 

of Abnormal States and Failures for Marine Engines 

沼野正義

平成11年12月

第8回交通物流部門大会・講演論文集

船舶の運航は、船上の現場においては船橋での操船

作業と機関室での推進性能維持作業によって成り立っ

ている。安全運航にとって、正常な推進機関の作動が

大前提であるため、不断の保全作業が必須である。比

較的近距離輸送に従事する内航船や、長期間の連続し

た航行が必要な外航船では、機関の規模、形式、なら

びに保全形態が異なっている。保全作業には、事後保

全としての故障個所の発見、部品交換と予防保全とし

ての定期的な部品の調整、交換作業がある。特に、洋

上での故障に対応した保全作業を軽減するために適切

な時期の部品交換による予防保全が不可決となってい

る。通常は、部品ごとの重要性とMTBF等の統計的デー

タから交換時期を決定しているが、統計的データには、

技術や機器の進歩に伴う変化が含まれるため実際の故

障確率と大きく異なる場合がある。このような場合に

は、実際の機器が製造から運転を経た履歴を追うこと

による現在の健全性の推定が有効である。異常や故障

原因の推定や、保全の経済性効果を評価するためには、

特定の部品の上流及び下流に因果関係をたどることが

必要である。これらを行うための劣化モデルと異常・

故障伝搬モデルを提案する。劣化モデルにデフォルト

値を導入したことにより、異常・故障の発生、進展を

推定するための要素間の関係が不明の場合でも、従来

通りの保全情報が得られることから、スタートポイン

トは保証されると考える。

新たに得られた関係の追加、修正のためのインター

フェイスとモデルを使った保全支援インターフェイス

が不可欠であり、適切な設計が必要である。機関の 3

次元形状モデルと系統図的な機能関係モデル上に劣化

情報を載せることにより、わかりやすいユーザーイン

ターフェイス構築が可能である。運転、保全履歴およ

び健全性低下パラメータ、要素間の定性的関係が重要

であるため、本支援システム構築には、蓄積されたデー

タ、各種パラメータ、知識等のデータベースとリンク

したデータ駆動型のプログラミングが有効である。現

在、情報化の進展に伴い、運転・保全履歴の蓄積や上

陸からの支援が可能となってきたが、蓄積された情報

と現実の機関とを結びつける有効なインターフェイス

として、劣化モデル、異常・故障進展モデルが位置づ

けられと考える。

(121) 
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〈原子力技術部〉

屈曲ダクトストリーミング体系における有効な

補償遮蔽の解析並びに開発

Analysis and Development of Effective Compensation 

Shields 

in a Multilegged Duct Streaming System 

植木紘太郎、川合将義

平成12年11月

American Nuclear Society 

Nuclear Technology Vol.132 Nov.2000 

本研究では、先ず、 NCNPコードのCellFlagging法を

用いて、大阪大学のOCTAVIANで行われた14MeV中性

子による 3本直ダクトストリーミング実験の解析を

行った。そして、ダクトの入口に立てたFlaggingCell 
を通過した中性子およびダクト中に置かれた検出器に

入った中性子がダクトの出口に置かれた検出器にどの

くらい寄与するか、定量的に同定した。さらに、本解

析によってダクト入口に入った中性子のストリーミン
グ経路が明らかになった。

続いて、このCellFlagging法の応用として、厚さ 2
mのコンクリート遮蔽体中に二回屈曲円筒ダクトのあ

る中性子ストリーミング体系を設定し、この屈曲ダク

トの周囲にFlaggingCellを置いた。中性子線源として

はOCTAVANの実験と同じ14MeV中性子とした。そし

て、それぞれのFlaggingCellを通過した中性子がダク
ト出口に置かれた検出器にどの位寄与するかを調べ

た。次に、これらのFlaggingCe[lのいくつかを中性子

遮蔽材NS-4-FRに置き換えることにより、ダクト出口

における中性子の線量当量率を効率よく低減すること

の出来る補償遮蔽が得られた。 NS-4-FRという中性子

遮蔽材は、使用済燃料輸送容器の中性子遮蔽材として

使用実績があり、カルフォルニウム-252中性子（平均

エネルギー 2.3MeVに対する1/10価層は14.5cmである。

本計算結果から、それぞれのFlaggingCellを通過し

た中性子がダクト出口における線量当量率に対し等し

く寄与するように補償遮蔽を設定することが、中性子
ストリーミング体系において有効な補償遮蔽システム

を構築する本質である、と考えられる。

(122) 

FI ow Characteristics of Pu I sating FI ow obstructed 
by an Array of Square Rods 

角柱列を挿入した脈動流の流れ特性

村田裕幸、澤田健一、小林道幸

平成12年11月

Proceedings of International Mechanical Engineering 

Congress and Exhibition 

角柱列が周期的に挿入された動脈流の流動特性を明

らかにするため、角柱高さを代表寸法とするレイノズ

ル数を150とし、脈動周期、脈動振幅、角柱の配列ピッ

チをパラメータとしてPTV(Particle Tracking 
Velocimetry)を用いた動脈流の可視化実験を行うとと

もに、 2次元非定常の数値解析を行った。その結果、

次のようなことが明らかとなった。

(1)閉そく比が0.3である本研究の条件において、脈動が

ない定常流の場合、 L/d=6.67,......,13.3では各々の角柱

からはカルマン渦が周期的に放出され、そのスト

ローハル数は0.3である。一方、L/d=3.33の場合には、

カルマン渦は放出されず、角柱背後に非常に低速の

循環領域が形成される。

(2)脈動周期が比較的長く脈動振幅が大きい場合、角柱

後流は脈動の加速位相で安定化し、減速位相で不安

定化する。一方、脈動振幅が小さい場合には、脈動

による顕著な効果は見出されなかった。

(3)脈動周期が定常流におけるカルマン渦放出周期より

も短く、脈動振幅が比較的大きい場合、カルマン渦

列の不完全な形成と崩壊が脈動周期と同一の周期で

繰り返された。

(4)脈動のない定常流について数値解析を行ったとこ

ろ、解析結果が計算領域の大きさによって変動する

L/d=6.67の場合を除いて、計算結果は実験結果と良
く一致する。

(5)数値解析コードの圧力勾配パラメータを時間的に正

弦波状に変化させたところ、解析結果は脈動流と

なった。解析結果における主流方向の圧力勾配と断

面平均流速の時間変化は、実験結果と良く一致する。
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FLOW CHARACTER I ST I CS OF OSC I LL.AT I NG FLOW IN A 

CHANNEL OBSTRUCTED BY ANARRA Y OF CIRCULAR 

CYLINDERS 

円柱列を過ぎる脈動流に関する実験

澤田健一、村田裕幸、小林道幸

平成12年11月

Proceeding of International Mechanical Engineering 

Congress & Exposition 

2次元円柱周りの流れについては、従来多くの研究

がなされ、自由流中の単一円柱周りの流れだけでなく、

ブロッケージ比の効果や複数円柱などが流れの特性や

伝熱に与える影響などに関して多くのことが明らかに

されてきている。また近年、周期的変動を伴う流れの

中におかれた物体周りの流れが伝熱効率促進の可能性

の観点から注目を集めており、工学的な観点からも特

に舶用炉において自然循環炉心冷却時に船体の動揺に

起因する脈動流が伝熱効果に影響を与える可能性が指

摘されている。脈動流が単一円柱周りの流れに与える

影響に関しては幾つかの研究が行われているが、実際

の熱交換器などの機器においては、流路幅の影響や複

数配列された円柱列などにより、より複雑な流れと

なっている。工学上の観点からもこのような複雑流路

において脈動流が渦の生成や伝熱にどのような影響を

あたえるかを明らかにすることは重要である。

そこで本研究では、蒸気発生器で構成されるのよう

な複雑流路における脈動流の影響を調べるために、ま

ず基本的研究として蒸気発生器内部を単純化し、円柱

列で構成される二次元チャネル流路を作成し、非加熱

の可視化実験を行った。実験装置には回路式流水槽を

用いた。測定部は、高さH=50mm、幅W=400mm、長さ4000

mmとした。またチャネル流路中に直径15.4mmの円柱を

流路高さ中心面上に流れに直交して配置した。流れの

脈動は測定部上流に設置した可変ピストンによって制

御し、流量Q=Ql+Q2sin叫で表される周期的な脈動

流を発生させた。流れの可視化には、直径30ミクロン

のナイロン粒子を流れ場に懸濁させ、ストリット光を

照射して流れ場をCCDカメラによって撮影する方法

を採った。可視化画像は 3時刻パターンマッチング法

を用いたPTV(Particle Tracking Velocimetory) によっ

て画像処理を施した。実験は、脈動周期・振り幅など

の脈動流のパラメーターを種々に変化させることで、

特に、低レイノルズ数領域において、これらがカルマ

ン渦の生成や流れ場の特性に与える影響を明らかにし

た。

〈海洋開発工学部〉

多目的作業船の性能向上に関する研究

Improvement of performance on Multi-purpose 

¥Vork Vessel 

山川賢次、原正一、星野邦弘

湯川和浩、影本浩

平成11年11月

関西造船協会誌 (233号）

日本近海は、油タンカーの輻轄海域であり、その上

に冬季は季節風による、また夏季から秋季には台風に

よる厳しい気象・海象が出現する。こうした条件の下

で、ロシア籍油タンカー「ナホトカ号」の海難のよう

な大規模な油流出事故が再び発生する可能性は十分に

ある。したがって、高波浪下で高粘度の油の回収を可

能とする効果的な油回収技術の研究が急務となってい

る。

著者らは、海面に浮遊する流出油を効率よく集めて、

波浪低減の処置を施した作業水面に取入れて、機械的

な油回収措置を用いて直接回収する方式の研究の一環

として、油回収船舶及び作業水面の静穏化に関する研

究を担当して現在実施中である。この油回収船は、船

体中央部にムーンプールと呼ばれる甲板から船底まで

貫通する作業水面及び船尾から作業水面に浮遊物を導

入する導入部・水路部を有するバージ型の作業船であ

る。この作業船は、流出油の回収作業のみならず、海

面清掃や海洋工事の作業船としても活用できるものと

して、多目的作業船と位置づけている。

この作業船が流出油回収作業に従事する場合のコン

セプクトは、船尾の両舷からオイルフェンスを伴った

曳航索を展張して、ゆっくりと曳航しながら作業水面

に流出油を取込むものである。また、引船の使えない

浅い海浜では、アンカーを打って作業船側からウイン

チで巻き取って前進することができるものである。こ

のような作業船に要求される性能は、浮遊する油を波

浪中でいかに取り込み、いかに効率よく回収できるか

である。そのためには、取入部、導入部及び作業水面

における波浪の静穏化が重要である。この研究では、

波浪中の流出油回収を主目的とする多目的作業船の模

型実験を行って、次の結果を得た。

l)波浪低減用の付加物は、取入部と水路部の消波ブ

ロック、 moon-pool入口水面下の堰、 moon-poolの

スリット型底板、波吸収壁が有効である。

2) この四つの付加物によって、想定される海域の波

長帯（幻L=0.3"-'2.7)でmoon-poolの水位変動を

追波中で入射波の0.3"-'0.4倍程度、向波中では0.2

倍程度に静穏化することができた。

今後は次の項目について検討する予定である。

l)浮遊物をスムースに取入れるために、また浮遊物

(123) 
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の衝突対等による破損を避けるため、波浪低減用

の付加物をできるだけ単純な構造にすること。

2)速曳航による流出油の流れ込みの確認と改善。

3)実油の浮遊する水面における静穏化の確認。

(124) 

水槽試験における画像処理の応用

（その2 3次元粒子追跡法による損傷魯転覆

船舶の動揺計諷U)

Application of the Image Processing in the Tank Test 

(Part 2,Measurement of Motions of Damaged and 

Capsized Ship by the 3-dimensional Particle Tracking 

Method) 

星野邦弘、原正一、山川賢次、湯川和浩

平成12年 5月

西部造船会会報第100号

水槽試験における模型船の動揺計測は、流体力や波・

流れの計測とともに重要な計測項目の一つである。模

型の動揺計測には機械式、光学式、超音波式等の各種

の計測手法が用いられているが、その中でも光学式動

揺計測手法は、機械式のように機構部の摩擦の影響が

ないことと超音波式に比べて時間分解能が高くノイズ

に強いことから動揺計測の主流となってきている。光

学式の動揺計測としては、赤外線 LEDとフォトダイ

オードを用いた位置検出素子 (PSD: Position Sensitive 

Detector) を用い、時分割により多点計測を行う方法

が多く用いられている。この方法が多用される理由は、

PSDが非分割素子でかつ走査の必要がないことから容

易に高速度、高分解能を実現することが出来るためで

あるが、①水面反射の影響を排除することが困難であ

る、②水中計測ができない、③時分割計測のため LED

の同期発光用の信号ケーブルが必要となり完全な非接

触計測が困難であるなどの欠点を有している。本論で

開発したビデオカメラで撮影された画像から解析する

手法は、空間および時間分解能が低い等の欠点を持っ

ているが、水中移動物体についても計測可能であるこ

とやPTV(Particle Tracking Velocimetry)等の手法と併

用することによって動揺計測と同時に流場や波浪場の

計測も行える等、今後の新しい計測手法としての発展

が期待される。ビデオ画像を用いた計測法の空間およ

び時間分解能の向上はCCDカメラ等の撮像機器の技

術的発展により解決されてくるものと思われる。

本論では 2台または 3台の水中カメラにより模型の

表面に貼り付けた円形のターゲットを 3次元的に追跡

し模型の 3次元動揺を計測するシステムを開発し、そ

の有効性を実験により確認したので報告する。実験は

全没水に近い船首部だけ残った状態の損傷・転覆船舶

の曳航時の 3次元振れ回り動揺の計測について行っ

た。模型が殆ど没水した状態のため機械式や赤外線

LEDを用いた方式では計測不可能であるが本システム

を用いることで模型船の 6自由度動揺を計測すること

が可能となった。本システムの開発により、水槽関係

実験者の究極目標であった模型の 3次元挙動と 3次元

流場および波浪場の同時計測の実現へと一歩近づいた。
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損傷船舶の曳航に関する研究（その2 波浪中の

索張力増加とふれまわり運動）

On the Towing of Damaged Ships (2 nd Report:Towline 

Force Increase and Unstable Motionin Waves) 

原正一、山川賢次、星野邦弘、湯川和浩

平成12年 5月

関西造船協会誌第234号

平成11年12月にフランスブレストの沖合いでマル

夕船籍のエリカ号が荒天下で海難事故を起こし、船体

は2つに折損、分離して漂流した。船体後半部は汚染

を回避するために、沖合いに曳航することが試みられ

たが、曳航中に120mの海底に沈没した。そして、積

載していた約10,000トンの燃料油が漂着して、多大な

環境被害をもたらした。この事故は、平成 9年 1月に

日本海で発生したロシア船籍大型油タンカー「ナホト

カ号」の海難事故と状況がよく似ている。本事故のよ

うに、航行不能となった船舶が、有効な曳航手段を講

じられないまま漂流、漂着し、油流出等による甚大な

被害をもたらした例は数多い。

著者らはこれまで幾何学的船型（船首部のみ楔型の

箱型船型）を有する船体の一部が損傷した模型を使用

して、平水中及び向波状態の規則波中において曳航実

験を行い、主に曳航索張力及びふれまわり運動につい

て検討を行った。また、曳航時の流体力係数を求め、

流れの可視化とともに操縦運動方程式を解いてふれま

わり運動の解析を行った。さらに、拘束した模型の流

体力の推定法を示して実験値と比較し、両者はよく一

致することがわかった。

本報告では、不安定な挙動が予想される追波状態に

ついても曳航実験を行い、実海域での波浪を想定して

不規則波中においても実験を実施した。ふれまわり運

動については、以下のような結論が得られた。

(1)追波中でも曳航速度が大きくなればふれまわり

周期が短くなり、波周期にかかわらず曳航速度によっ

てふれまわり周期は決定されることがわかる。この傾

向は、向波中の場合と全く同じである。また、規則波

中と不規則波中のふれまわり周期はほぼ同程度であっ

た。このことから、ふれまわり周期は、船体固有のも

のであり、外乱の状態にかかわらないことがわかる。

(2)ふれまわり運動の周期の無次元値‘船長／曳航

速度は、曳航時の船体の姿勢にかかわらず曳航速度

に対してほぼ一定値となった。これは、不規則波中で

も同じである。

また、波浪中の索張力増加について、曳航方向及び

船体姿勢を変化させた実験結果をまとめたのでその外

要を紹介する。

〈氷海技術部〉

Mode I-Sea I e Measurement of I c e I oad Di str i but ion 

on Icebreaker PM "TESH IO" 

砕氷船「てしお」模型船による砕氷時氷荷重の計測

成田秀明、泉山耕、若生大輔

Prnceedings of The 15th Intenational Symposium on 

Okhotsk Sea and Sea Ice 

砕氷時に船体に働く氷荷重の作用メカニズムについ

ての正確な理解は氷海船舶の性能向上および合理的な

船体構造設計に役立つ。しかしながら、砕氷時におけ

る氷の破壊現象は非連続で不規則な確率現象であるた

め、数学による解析は困難であり、かつ現象そのもの

を測定することもこれまでは計測技術が未発達であっ

たため行われることは希であったし、測定内容も極め

て限定されていた。本研究においては、この破壊現象

の理解を促進するために、模型平坦氷の中を砕氷船「て

しお」の模型船を曳航し、船体表面に作用する氷荷重

をプラスティックフィルム状の触感型圧カセンサー一

Tactile Sensorーを用いて直接測定した。これは氷海水

槽での模型試験において、史上初めての試みであり、

このセンサーの利用可能性を評価すること、氷荷重の

発生メカニズムを理解することを目的とした。実験で

得られた氷荷重分布の形と時間的変化を解析して、氷

板の曲げ破壊フェーズと氷片を回転沈下させるフェー

ズにおける局所氷荷重の大きさと作用面積などの分布

特性を調べ、両フェーズにおける力学的相互作用メカ

ニズムの違いとの関連を検討した。模型は実船の16分

の 1サイズであり、模型氷盤の厚さと強度は同じ縮率

となるように製造した。曲げ破壊フェーズにおいては、

船体外板が氷盤の縁を斜め上方から圧迫し、曲げによ

り氷盤の一部を折り取る。回転沈下のフェーズでは、

折り取られた氷片を船体が回転させつつ沈下させる。

前者では荷重分布が、船首近傍で喫水線直下近傍のあ

る長さの線分に集中する。そして圧力のピークが非常

にシャープである。後者では、圧力の作用する位置が

喫水線より下がりかつ船体中央寄りで、荷重分布は画

的な広がりを持ち、はっきりしたピークがみられない。

今回は、荷重測定を行った範囲が、タクタイルセンサー

システムのキャパシティの限界により、極めて限定さ

れたが、将来、この測定が船体表面全体においても可

能となるならば、砕氷時船体抵抗の発生メカニズムの

解明や、船体補強の適切さの判定に役に立つ。なお、

当所においては、砕氷巡視船「てしお」の船体構造部

材に生じるストレスの測定を実施した。この実船デー

タを解釈する上で、本模型実験結果を定性的に役立て

得る可能性がある。
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〈東海支所〉

A Simple Method of Calculating Radiation Streaming 

through Cy I i ndr i ca I Ducts in a Concrete Shi e Id 

コンクリート遮蔽体中の円筒ダクト漏洩放射線

簡易計算法

三浦俊正、平尾好弘、石田紀久、藪田尚宏

平成11年10月

日本原子力研究所、日本原子力学会

遮蔽における複雑形状部での放射線ストリーミング

遮蔽設計計算手法の調査を行ったところ、いろいろと

問題があることがわかった。このためにコンクリート

遮蔽中の円筒ダクトに関する研究を行った。すなわち、

ストリーミング放射線の系統的な計算をモンテカルロ

コードMCNP4Aで行った。計算条件は以下の通りであ

る。ダクト長さは150cmとした。ダクト経は 5~40cm

である。屈曲ダクトの場合の屈曲角度は30"-'90度とし

た。遮蔽壁の一面に平面線源を設けた。線源から放射

される放射線の角度分布は等方または一様方向とし

た。一様方向の場合は放射線の方向とダクト軸の角度

を0~60度とした。エネルギー効果を調べる計算以外

ではガンマ線のエネルギーは1.25MeVとした。中性子

線源の場合は三種類のものとし、それぞれ、核分裂ス

ペクトル。 I /Eスペクトル、およびマックスウェル

分布をもつものとした。モンテカルロ計算の評価を行

うため日本原子力研究所のJRR-2で実験を行った。線

源としては強度3.7GBqのコバルト同位元素を用いた。

コンクリート中のダクト中心軸に沿った線量分布を熱

蛍光線量計で測定した。次にガンマ線ストリーミング

に関する結果の一部を示す。 45度方向からの一様入射

の場合、線源が1.25MeVの場合と核分裂スペクトルの

場合で軸方向線量当量率分布はほぼ一致した。これら

の結果に対し、 0.5MeVの場合は最大で50％過少評価

し、 6MeVの場合は最大で 3倍過大評価した。これら

の差の原因を調べるため同じ一様方向の線源に対し、

二つの線源空間分布の場合を計算した。一つは線源が

入口壁面全面に分布する場合であり、もう一つは線源

がダクト入口面内のみ分布する場合である。結果とし

て、ダクト軸に沿った線量当量率はダクトロ径を20cm

とすると前者の場合が後者の場合の 5~10倍大き

かった。ダクトロ径を40cmとすると前者は後者の3.5~

7倍大きかった。ダクト入口に置いた点線源に対する

直視線の計算式による計算と入射角度30~60度の場

合の結果を比較すると前者の方が減衰が緩やかである

が、部分的に過少評価した。これらのデータを用いて

簡易計算法を提案した。線源が与えられるとそれをい

くつかの領域に分け、それぞれの部分からのダクト入

口での線量当量率の寄与とそれらの成分のダクト中で

の減衰を掛け合わせ合計する方法である。

(126) 

円筒ダクトストリーミング放射線量簡易計算

プログラムの開発

Development of a Simple Calculation Code of Streaming 

Radiation Doses through 

Cylindrical Ducts 

三浦俊正、平尾好弘、佐藤理

石田紀久、奥野功一、佐藤富士男

平成12年 9月

日本原子力学会2000年秋の大会予稿集

普通コンクリート遮蔽壁中にある直及び屈曲円筒ダ

クトをストリーミングする放射線の線量を簡単にかつ

精度良く計算できる計算コードを開発した。対象は原

子炉や核燃料サイクル施設における中性子及びガンマ

線である。本計算法は原理的にどのような複雑形状部

にも適用できるものであり、また、放射線の種類は問

わない。しかし、計算には各複雑形状部ごとにストリー

ミングデータベースを必要とする。中性子の場合はエ

ネルギーを 3群で、ガンマ線は 1群で扱った。直ダク

トの場合、入口から Xの位置での全線量当量率はエネ

ルギー、入射角度、口径の関数であるストリーミング

線量減衰関数を加え合わせ求める。 1回屈曲ダクトの

場合は 2脚目に対する線量減衰関数を加え合わせ求め

る。 2回屈曲ダクトの場合も 1回屈曲ダクトと同様に

計算する。データベースとして必要なストリーミング

線量減衰関数、透過線量滅衰関数、中性子線量の群ご

との割合の計算は主にモンテカルロ計算コードMCNP

で行った。直ダクトの計算では入射面全面に一方向面

線源を設けた。入射角度は 0、15、30、45、60度を、

ダクトロ径は 5、10、20、30、40cmを、屈曲角度は

30、45、60、90度をそれぞれ選択した。計算コードの

概要は次の通りである。任意の寸法・屈曲角・屈曲回

数の円筒ダクトに対し、入力条件に従ってストリーミ

ングデーターベースの内外挿を行い、それに基づきダ

クト中及び出口での線量率分布を求める。求めた線量

率分布を図示及び表示する機能も有する。入カデータ

は対話式に作成される。画面構成はダクト形状選択、

ダクト寸法、線源、計算点等の設定、プロッタおよび

データ表示の画面等である。対象機種はPC/AT互換

え機で、 OSはWindows95/98/NT4.0である。モンテ

カルロ計算により作成したデータベースの信頼性は日

本原子力研究所での印Co線源による実験、（株）間組技

術研究所における 25℃鋼頃れこよる実験、及びSn計算と

の比較により評価した。今後はコンクリート密度、鋼

製ライナー、線源形状等の補正計算、遮蔽欠損効果等

の計算が行えるようにする。



船舶技術研究所報告 第38巻第1号 （平成13年）所外発表論文等概要 127 

〈LCA研究グループ〉

Li f e Cyc I e Inventory Ana I ys is of Shi p for 

Estimation of CO2 Emission 
船舶のCO2排出量の推定に関するライフサイクルイン

ベントリ分析

亀山道弘、木原洸、平岡克英、城田英之

千田哲也、林慎也、福本正明

平成11年10月

Sixth International Symposium On Marine Engineering 

TOKY02000 

製品のライフサイクルにわたる環境への影響を評価

するLCA(Life Cycle Assessment)がIS014000シリー

ズの普及と共に産業界に広がりを見せている。日本で

は多くの資源やエネルギー等を海外から船舶により輸

入するため、製品のLCI(Life Cycle Inventory Analysis) 

では、船舶による輸送を考慮する必要がある。しかし、

数十万に及ぶ素材や部品を使用して建造され、様々な

環境で運航される船舶のライフサイクルは複雑であ

り、船舶自体のLCI分析は未だ本格的に実施されてい

ない。そのため船舶のLCA解析の実施及び船舶輸送に

関するインベントリーデータの提供のための共通の手

法の確立へ向けて、著者等はモデル船を対象に大型船

舶のライフサイクル全般にわたる二酸化炭素の排出量

に関するインベントリー分析を行った。

モデル船は単底構造の載荷重量 (DWT)約87,000トン

のタンカーとした。 LCI分析の分析の対象範囲は電力

や鋼材等の素材やエネルギーの生産から船舶の建造、

運航、解体及び解体した船舶から回収した鋼材による

建築用の伸鉄材の生産までとし、固形廃棄物等の焼却

や埋立及び解体後のその他の部品又はスクラップ金属

の再利用は対象から除いた。解析の対象としたモデル

船の機能単位は I (ton-km)の原油輸送とし、解析の

対象とした環境への負荷項目は地球温暖化等の主因で

ある二酸化炭素の大気中への排出量とした。また、分

析手法はプロセスツリーの記述に基づく積み上げ法と

し、マトリックス計算を行った。主機関等船舶に使用

される全ての部品については、関連する素材により同

じ重量に置き換える等の簡略化を行った。

モデル船のライフサイクルのプロセスツリー図を作

成し、代表的な航路を対象にLCI分析を行い、船舶の

LCI分析の実施方法を明らかにすると共に、船舶のラ

イフサイクルのステージ毎の二酸化炭素の排出量は約

6 (g-C02/ton-km)、また船舶の運航ステージにおい

て全ライフサイクルの二酸化炭素の排出量の約98

（％）を排出していること等が示された。

Life ICyc I e Inventory Ana I ys is of CO2 Emission from 

Ship 
船舶からのCO2排出に関するライフサイクル

イベントリ分析

亀山道弘、木原洸、平岡克英、浦 環

平成11年11月

The 4th Sixth International Conference on EcoBalance 

製品のライフサイクルにわたる環境への影響を評価

するL,CA(Life Cycle Assessment)が1S014000シリー

ズ普及と共に産業界に広がりを見せている。日本では

多くの資源やエネルギー等を海外から船舶により輸入

するため、製品のLCI分析 (LifeCycle Inventory 

Analysis)では、船舶による輸送を考慮する必要があ

る。しかし、数十万に及ぶ素材や部品を使用して建造

され、様々な環境で運航される船舶のライフサイクル

は複雑であり、船舶自体のLCI分析は未だ本格的に実

施されていない。そのため船舶のLCA解析の実施及び

船舶輸送に関するインベントリーデータの提供のため

の共通の手法の確立へ向けて、著者等はモデル船を対

象に大型船舶のライフサイクル全般にわたる二酸化炭

素の排出量に関するインベントリー分析を行った。

モデル船は単低構造の載荷重量 (DWT)約87,000ト

ンのタンカーとした。 LCI分析の分析の対象範囲は電

力や鋼材等の素材やエネルギーの生産から船舶の建

造、運航、解体及び解体した船舶から回収した鋼材に

よる建築用の伸鉄材の生産までとし、固形廃棄物等の

焼却や埋立て及び解体後のその他の部品又はスクラッ

プ金属の再利用は対象から除いた。解析の対象とした

モデル船の機能単位は 1 (ton-km)の原油輸送とし、

解析の対象とした環境への負荷項目は地球温暖化等の

主因である二酸化炭素の大気中への排出量とした。ま

た、分析手法はプロセスツリーの記述に基づく積み上

げ法とし、マトリックス計算を行った。船舶に使用さ

れる部品のうち主機関については製造に関するインベ

ントリ分析の解析結果を用い、他の部品については関

連する素材により同じ重量に置き換える等の簡略化を

行った。

モデル船のライフサイクルのプロセスツリー図を作

成し、代表的な航路を対象にLIC分析を行い、船舶の

LIC分析の実施方法を明らかにすると共に、船舶のラ

イフサイクルのステージ毎の二酸化炭素の排出量の概

略を明らかにした。解析の結果、船舶のライフサイク

ル全体での原油輸送の機能単位当たりの二酸化炭素の

排出量は約 6 (g -C02Vton-km)、また船舶の運航ス

テージにおいて全ライフサイクルの二酸化炭素の排出

量の約98(％)を排出していること等が示された。
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